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制度改定に係る周知の取組み一覧 

2021 年 11 月末現在 

 

１.加入分娩機関 

⽅策 対応状況（※） 
「制度改定概要のご案内」⽂書の発送お
よび周知協⼒の依頼（１〜2 ⽉） 

＜加入分娩機関＞ 
 約 3200 分娩機関 
 

 

２.関係学会および関係団体 

 ⽅策 対応状況（※） 
（１） 関係学会⻑または関係団体⻑

への「制度改定概要のご案内」
⽂書の発送および周知協⼒の
依頼（１〜2 ⽉） 

＜関係学会＞ 
 18 学会 
＜関係団体＞ 
 15 団体 

（２） 関係学会または関係団体の会
員の皆様への「制度改定の概要
ご案内」⽂書の発送 

＜関係学会＞ 
 ⽇本産科婦⼈科学会（4 ⽉） 
 ⽇本産婦⼈科医会（4 ⽉） 
 ⽇本⼩児科医会（4 ⽉） 
 ⽇本重症⼼⾝障害学会（4 ⽉） 
 ⽇本助産師会（5 ⽉） 
＜関係団体＞ 
 ⼀般社団法⼈ 全国肢体不⾃由児⽗⺟の会連合会（１〜２

⽉） 
 公益社団法⼈ ⽇本医師会（１〜２⽉） 
 全国訪問看護事業協会（３⽉） 
 ⼀般社団法⼈ ⽇本⼩児総合医療施設協議会（５⽉） 

（３） 関係学会または関係団体のメ
ーリングリストを使い、会員へ
制度改定の概要をメールでご
連絡 

＜関係学会＞ 
 ⽇本助産学会（1 ⽉および６⽉） 
 ⽇本⼩児在宅医療⽀援研究会（１⽉） 
 ⽇本看護協会（２⽉） 
 ⽇本周産期・新⽣児医学会（4 ⽉） 
 ⽇本新⽣児成育医学会（5 ⽉） 
＜関係団体＞ 

⽇本相談⽀援専⾨員協会（2 ⽉） 
（４） 関係学会または関係団体のホ

ームページに制度改定の概要
を掲載 

＜関係学会＞ 
 ⽇本⼩児神経学会（1 ⽉） 
 ⽇本⼩児在宅医療⽀援研究会（１⽉） 
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 ⽇本⼩児保健協会（2 ⽉） 
 ⽇本⼩児科学会（３⽉） 
 ⽇本リハビリテーション医学会（５⽉） 
＜関係団体＞ 
 ⽇本⾔語聴覚⼠協会（２⽉） 
 新⽣児医療連絡会（3 ⽉） 
 ⽇本理学療法⼠協会（3 ⽉） 
 ⽇本相談⽀援専⾨員協会（3 ⽉） 

（５） 学術集会または講演会等での
周知広報 

＜関係学会＞ 
 ⽇本⼩児看護学会（学術集会ホームページにバナー広告掲

載）（３⽉） 
 ⽇本産婦⼈科学会（学術集会の講演の中で紹介）（４⽉） 
 ⽇本⼩児科学会（学術集会ホームページに改定の概要を掲

載）（4 ⽉） 
 ⽇本⼩児神経学会（学術集会の演題の幕間に動画広告を配

信およびシンポジウムの中で本制度を紹介）（5 ⽉） 
 ⽇本⼩児保健協会（学術集会プログラム抄録集に広告掲載）

（6 ⽉） 
 ⽇本リハビリテーション医学会（学術集会の講演の中で紹

介）（６⽉） 
 ⽇本公衆衛⽣学会（学術集会ホームページに改定の概要を

掲載）（９⽉） 
 ⽇本産婦⼈科医会（学術集会のプログラムの中で本制度を

紹介、学術集会の演題の幕間に動画広告を配信および出展
ブースで制度改定の概要リーフレット等を配布）（10 ⽉） 

 ⽇本⺟性衛⽣学会（学術集会プログラムに広告掲載）（10
⽉） 

（６） 関係学会または関係団体の会
員の皆様へポスター・チラシの
発送 

＜関係団体＞ 
 ⼀般社団法⼈ ⽇本⼩児総合医療施設協議会（５⽉） 

（※）順不同（対応⽉順） 
  



 
 

 
３.自治体 

 ⽅策 対応状況 
（１） 「制度改定概要のご案内」⽂書

の発送および周知協⼒の依頼
（１〜2 ⽉） 

 47 都道府県⾃治体 
 

（２） ホームページに制度改定の概
要を掲載、または障害者向け冊
⼦（福祉のしおり）に制度概要
が掲載 

 約 81 ⾃治体 

（３） ポスター・チラシの発送  47 都道府県 659 ⾃治体 
 
 



補償対象外
再申請可

能
（※2)

計

2,000g以上かつ33週以上 433 362 71 0 71 0

28週以上かつ所定の要件 127 57 70 0 70 0

その他（28週未満） 1 0 1 0 1 0

計 561 419 142 0 142 0

2,000g以上かつ33週以上 381 311 70 0 70 0

28週以上かつ所定の要件 142 71 71 0 71 0

計 523 382 141 0 141 0

2,000g以上かつ33週以上 350 279 71 0 71 0

28週以上かつ所定の要件 152 76 76 0 76 0

計 502 355 147 0 147 0

2,000g以上かつ33週以上 383 302 81 0 81 0

28週以上かつ所定の要件 134 60 74 0 74 0

計 517 362 155 0 155 0

2,000g以上かつ33週以上 324 267 57 0 57 0

28週以上かつ所定の要件 152 84 68 0 68 0

計 476 351 125 0 125 0

2,000g以上かつ33週以上 324 251 73 0 73 0

28週以上かつ所定の要件 145 75 70 0 70 0

計 469 326 143 0 143 0

1,400g以上かつ32週以上 378 313 65 0 65 0

28週以上かつ所定の要件 97 63 34 0 34 0

計 475 376 99 0 99 0

1,400g以上かつ32週以上 330 296 29 4 33 1

28週以上かつ所定の要件 79 52 27 0 27 0

計 409 348 56 4 60 1

2010年
(※3)

2009年
(※3)

2012年
(※3)

2013年
(※3)

2015年
(※3)

2014年
(※3)

2011年
(※3)

制度開始以降の審査件数および審査結果の累計（詳細版）

児の生年 補償対象基準 審査件数
補償対象

(※１）
継続審議

補償対象外

（2021年11月末現在）

2016年
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1,400g以上かつ32週以上 257 224 15 14 29 4

28週以上かつ所定の要件 48 29 17 1 18 1

計 305 253 32 15 47 5

1,400g以上かつ32週以上 177 155 5 17 22 0

28週以上かつ所定の要件 34 24 7 3 10 0

計 211 179 12 20 32 0

1,400g以上かつ32週以上 117 108 0 9 9 0

28週以上かつ所定の要件 17 15 2 0 2 0

計 134 123 2 9 11 0

1,400g以上かつ32週以上 46 46 0 0 0 0

28週以上かつ所定の要件 4 2 1 0 1 1

その他（28週未満） 1 0 1 0 1 0

計 51 48 2 0 2 1

4,633 3,522 1,056 48 1,104 7

　（※１）「補償対象」には、再申請後に補償対象となった事案や、異議審査委員会にて補償対象となった事案を含む。
 （※２）「補償対象外（再申請可能）」は、審査時点では補償対象とならないものの、審査委員会が指定した時期に

 再申請された場合、改めて審査するもの。
 （※３）2009年から2015年の出生児は、審査結果が確定している。

2017年

2018年

2019年

2020年

合計
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